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山梨県における
移住・二拠点居住
の推進について

令和５年度 二拠点居住等促進シンポジウム講演資料
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本県が移住・二拠点居住に取り組む背景

○ 近年では、自然減のボリュームは社会減を上回って推移している。

○ 本県人口は、平成12年（２０００年）の約８９万人をピークに減少
（令和5年11月１日現在の推計人口 795,289人）



○ 出生数の減少・死亡数の増加により、自然減の幅は拡大。（２０１９年：△４，８９０人）
○ ２００１年以降は転出超過。近年は２，５００人程度の社会減が生じている。

（人）

出典：住⺠基本台帳人⼝移動報告、人⼝動態統計（R1）

転入者数

転出者数

出生者数 死亡者数
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本県が移住・二拠点居住に取り組む背景



○ 就職期の２０〜２４歳の世代（特に⼥性）で大幅な転出超過が生じている。
○ 転出先は、東京圏（東京、神奈川、埼玉）が中心。

（人
）

２０１９年、２０〜２４歳の⼥性は１，１
７３人の転出超過（転入８８６、転出２，
０５９）

転出数と転入数に分解してみると・・・
転出は男⼥同じくらい。転入は⼥性の方
が
少ない。

出典：住⺠基本台帳人⼝移動報告
（R1）
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年齢別転出入者の差引数（2019
年）

年齢別転入・転出者数（2019年）

本県が移住・二拠点居住に取り組む背景
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これまでの本県の移住関係の取り組み

・H18.6 グリーンカフェやまなし（移住相談）
〔富士の国やまなし館内〕

・H20.4 やまなしU･Iﾀｰﾝ就職支援室（就職相談）
〔東京事務所内〕

・H24.4 定住人口確保対策プロジェクトチーム設置
・H25.6 やまなし暮らし支援センター開設
・R元.10 ふるさと山梨定住機構設置
・R3.4 やまなし二拠点居住推進センター開設

○上記の相談窓口の設置に加え、セミナー等のプロモーション事業や受入体制整備などを実施
○若年層、子育て世代をターゲットとした事業が多かった
○移住に必要な、住むところ＋働くところ がセットとなっていた



6

自治体の移住施策に影響を与えた（といわれている）出来事

H23（２０１１） 東日本大震災
H26（２０１４）

日本創生会議「人口減少問題研究会報告」
通称：増田レポート（元総務大臣）
２０４０年に896自治体が消滅する可能性を示唆

自治体間競争の激化

R2〜 新型コロナウイルス感染症の拡大
・テレワークの急速な浸透
・働き方・価値観の変化

「地方創生テレワーク」・「転職なき移住」（国）
二拠点居住の推進（本県）
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移住とは
・明確に定義がある用語ではない

・転勤・引越とは違う？ライフスタイルの転換？Uターンは？

・転入者・転出者は把握できるが
「移住者」がどれくらいいるかは実は不明

・本県では、「転勤等の要因によらず自分の意思で転入してきた
方」として
➡市町村窓口で転入者にアンケート調査を実施
※全国的な比較は困難・各県独自の方法で集計
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二拠点居住とは
都市部と地方部の双方に生活と仕事の拠点を持つ

新たなライフスタイル

イメージ：平日でも地方部の良好な環境で生活しながらテレワークし、休日もそのまま地方部で
過ごす。必要に応じて都市部の拠点で生活・出社
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これまでの二地域居住
いわゆる週末・余暇の別荘暮らしのイメージ



新型コロナウイルス感染症による生活意識の変化１
○新型コロナウイルス感染症の影響により、人々の意識が変化。地方への関心が高まっている。

出典：総務省 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（R2．6）
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○ テレワークが急速に浸透し、就業者の１０％以上が全ての仕事をテレワークで
実施してることを回答。

○ オフィスに出勤しなくとも働ける＝どこに住んでも今の仕事ができる層の拡大
都心の会社に務めながら山梨に住むという選択が可能になる時代に
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出典：内閣府「第3回新型コロナウイルス感染症の影響下における
生活意識・行動の変化に関する調査」（2021年6月4日）

地域別のテレワーク実施率（就業者）

新型コロナウイルス感染症による生活意識の変化２
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人の流れの変化 2022年4月5日
山梨日日新聞
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新型コロナウイルス感染症による企業の動き

地方創生有識者懇談会資料 令和3年9月21内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局資料
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新型コロナウイルス感染症による企業の動き

2022年4月5日
帝国データバンクリリース資料
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新型コロナウイルス感染症の拡大により、社会のあらゆ
る面で根本的な転換が求められる中、テレワークが急速に
普及

テレワークの普及等により地方へのニーズが高まる中で
実際に地方部へと拠点を移す動きが加速

〈二拠点居住の推進〉
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二拠点居住推進戦略のとりまとめ
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〈⼆拠点居住推進に向けた取組例︓①〉

⇒ ⺠間企業による業務の⽀援を委託

・令和３年４月１日、県内でのサテライトオフィス
設置や、テレワークを検討している企業等の窓⼝
として、山梨県 東京事務所内に開設

・企業誘致や移転⽀援活動、ニーズの把握等を実施
（ex.県内におけるサテライトオフィス等のお試し

体験を⽀援する補助金を設置し、利用促進）
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サテライトオフィス等
お試し体験補助金

県内ワーキング
スペースの情報提供

地方自治体・地域企業・
コミュニティの紹介

企業移転事例
の情報提供

県内オフィス物件
の情報提供

⼭梨県施策における⽀援内容

オフィス移転に関する
補助金

セミナー ワーケーションツアー

補助金 情報提供 学び・繫がり
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事例のご紹介

ニーズに沿ったニーズに沿った

ニーズに沿ったニーズに沿った

ニーズに沿ったニーズに沿った

背景：コロナ渦で社員全員がリモートワークになったことを機に、本社を工場の近くに移転することで事業運営をスムーズに行うことや
地域との事業連携を目的として移転

内容：現在は小菅村の地域の農家とコラボレーションしたクラフトビールの新商品開発など地元企業と連携した新規事業を手掛けている。
成果：全体的なコスト削減と移転したことで地元農家や企業との事業連携がしやすくなった。また、地域の雇用創出や人材確保で優位に。

新規事業創出「FarYeastBrewing社」

人材確保・定着「キャップクラウド社」

企業変革「アミューズ社」

背景：サテライトオフィス兼コワーキングスペースを作って人が出入りする仕組みを作ろうという流れで始まった。
内容：千代田区に本社があるIT企業で、富士吉田市にサテライトオフィス兼コワーキングスペースを開設し、社員に「働き方選択制度」

を導入し、働く場所と働き方を選べるようにしている。
成果：優秀な人材の採用に成功、コスト削減

背景：2021年を”新創業期”と位置づけ、大きな変革を起こすべく本社移転を実施。
内容：「UPCYCLE LIFE 」をコンセプトに、”心身の浄化” ”原点への回帰” ”自然との共生” ”常時接続からの解放” を通じて、新時

代の文化を世界へ発信していく。
成果：次期オープン予定

（内閣府より「地方創生テレワークアワード（地方創生大臣賞）」を受賞）
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〈⼆拠点居住推進に向けた取組例︓②〉
・市町村サテライトオフィスの整備や人材育成支援

道の駅こぶちざわサテライトオフィス

令和2年度〜令和3年度
市町村が整備あるいは整備を⽀援す

るサテライトオフィス整備への補助

令和３年度〜
サテライトオフィスへの企業誘致や

地域と企業をつなぎ合わせる人材を育
成する事業を実施
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〈⼆拠点居住推進に向けた取組例︓③〉

・二拠点居住推進のための環境整備・情報発信等で連携
・提携セカンドハウスローンを４月１日より開始。

県が二拠点居住の宣言を証明することにより
通常利率2.475％から最大1.5％の引き下げを実施
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〈⼆拠点居住推進に向けた取組例︓④〉

・二拠点居住者の実態把握、最新のデジタル技術による地域活性化に資する取り組み
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参考資料

（抜粋）

〇 人口減少危機突破への取り組み
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